様式１
一般競争入札参加資格確認申請書

令和８年３月　　日
福島県知事

（〒　　　　－　　　　　）　　　
住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
（ ふりがな ）　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
電　話　番　号　（　　　　－　　　　－　　　　）
Ｆ Ａ Ｘ 番 号　（　　　　－　　　　－　　　　）
（作成担当者職・氏名　　　　　　　　　　　　　）

令和８年３月３日付けで公告がありました令和８年度内部被ばく検査測定業務に係る一般競争入札参加資格の確認を受けたいので、入札参加に必要な資格要件等について下記のとおり申請します。
なお、下記１に掲げる資格要件に全て該当する者であること、また、下記２の添付書類の内容については、事実に相違ないことを誓約します。
記
１　入札に参加する者に必要な資格に関する事項
(1) 地方自治法施行令第167条の４第1項の規定に該当しない者であること。
(2) 公告の日から入札の日までの間に福島県から入札参加資格制限措置を受けていない者であること。
(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立てをしている者若しくは申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による民事再生手続開始の申立てをしている者若しくは申立てがなされている者にあっては、当該手続開始の決定の後に入札に参加することに支障がないと認められる者であること。
(4) 本公告に示した仕様に合致した業務又はこれと同等の業務（放射線測定業務等）について履行実績があり、かつ、確実に履行できる者であること。
(5) 福島県内に本店、支店又は営業所を有する者であること。
(6) 平成23年３月に発生した福島原子力発電所事故に係る原子力損害の賠償に関する法律（昭和36年６月17日法律第147号）に規定する原子力事業者又はその者から出資を受けている者ではないこと。
(7) 県内の本店、支店又は営業所において第１種放射線取扱主任者、第２種放射線取扱主任者、または診療放射線技師の資格を有する者を常置している者であること。


２　添付書類
(1)業務履行実績調書（様式任意）
(2)全部事項証明書（登記簿）謄本
(3)出資元に関する書類
(4)県内の本店、支店又は営業所において常置している第１種放射線取扱主任者、第２種放射線取扱主任者、または診療放射線技師の国家資格免状の写し。































様式２
一般競争入札参加資格確認通知書

記　　号　　番　号
令和８年３月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様

福島県知事

さきに申請のありました一般競争入札に係る入札参加資格については、下記のとおり確認したのでお知らせします。
記
	公告日
	令和８年３月３日付け公告

	件名及び数量
	令和８年度内部被ばく検査測定業務　一式

	本公告に係る
入札参加資格
の有無
	有
	

	
	無
	

	
	入札参加資格が
ないと認めた理由
	


※１　入札参加資格がないと通知された方は、入札参加資格がないと認めた理由について説明を求めることができます。
２　この確認通知書は、入札書の開札日に入札執行者から入札参加資格を確認するため提示を求められますので、開札日に必ず持参してください。



様式３

入　　　　札　　　　書（見積書）

	金　額
（税抜）
	拾
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円




件名及び数量　令和８年度内部被ばく検査測定業務　一式

履行期間　令和８年４月１日から令和９年３月31日まで

上記のとおり入札（見積）いたします。

令和８年３月　　日

住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　
（代理人　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印）

福島県知事









注）１　金額の文字の頭に、￥を付すこと。
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様式５

委　　　　任　　　　状

私は都合により下記の者を代理人と定め、下記事項を委任します。

記

令和８年３月23日に執行される令和８年度内部被ばく検査測定業務一式の入札及び見積に関する一切の権限。

令和８年３月　　日

福島県知事

委任者　住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

受任者　職名又は住所　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　印















様式６

入札保証金納付免除申請書

令和８年３月　　日

福島県知事

申請者　住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印

令和８年度内部被ばく検査測定業務一式に係る一般競争入札の入札保証金の納付を免除されたく、下記の書類を添えて申請します。

記

１　入札保証保険契約を締結したことを証する書面（保険証券）

２　入札参加者が、過去２年間に国、地方公共団体又は地方独立行政法人とその種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたり締結し、これらをすべて誠実に履行（契約履行中のものは含まない。）したことを証する履行実績証明書（様式８。ただし、自治体が発注した契約については、証明書に代えて契約書の写を添付することができる。）











注）提出書類により１又は２に○印を付してください。



様式７
入札保証金納付等について
住　　　　所
商号又は名称
代表者職・氏名
令和８年度内部被ばく検査測定業務に係る一般競争入札の入札保証金の納付等の方法については下記のとおりです。（右欄に○印を付ける）
	Ａ　納付〔福島県財務規則第248条〕
	

	
	
	Ａ－１　現金
	

	
	
	Ａ－２　小切手（指定金融機関又は指定代理金融機関が振り出したもの又は支払保証をしたものに限る。）
	

	Ｂ　担保の提出〔福島県財務規則第248条〕
　（第169条第１項各号に規定する有価証券）
	


	Ｃ　全部又は一部を減免〔福島県財務規則第249条第１項
各号〕
	


	

	
	Ｃ－１　入札保証保険契約の締結（保険証券の提出）
	

	
	
	Ｃ－２　その他
	


※Ｃに該当する場合には、入札保証金納付免除申請書（様式６）を提出すること。
（注）なお、この様式７は、入札事務を円滑に進めるためにあらかじめ納付等の意向に
ついて提出していただくものであり、入札参加資格が有ると認められた場合のみ有効と
なります。














様式８

履行実績証明書

	
	実績①
	実績②
	実績③

	発注機関
	
	
	

	件名
	
	
	

	履行場所
	
	
	

	契約年月日
	
	
	

	契約金額
	
	
	



申請者　住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印





注）　履行実績を証明するものとして、次の書類を添付すること。
１　自治体が発注した契約の場合:契約書の写
契約書の写しを添付できない場合は、内容等を証明できる書類
２　実績は県内外、本・支店の別を問わない。


様式９

一般競争入札仕様書等に関する質問・回答書

令和８年３月　　日

入札参加者　住　　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　番　号　（　　　　－　　　　－　　　　）
Ｆ Ａ Ｘ 番 号　（　　　　－　　　　－　　　　）

	公告日
	令和８年３月３日付け公告

	件名及び数量
	令和８年度内部被ばく検査測定業務　一式

	質問事項


	回答事項






image1.emf
様式４

令和８年度内部被ばく検査測定業務委託

単位

福島市

（

週1回程度）

郡山市

（週1回程度）

浪江町

（週1回程度）

巡回検査

（年5回程度）

単価 金額 備考

１　純業務費

（１）直接費 ア+イ+ウ+エ

　ア 直接人件費

（ア）

電話予約受付要員 人日

（イ）

当日受付・誘導要員 人日

（ウ）

測定・結果等説明要員 人日

（エ）

検査関連業務要員 人日

　イ 通信運搬費

（ア）

軽油代（移動及び発電用） 日 3,200 ※1

（イ）

通信運搬費（結果票送付） 通 25 5 5 5 350 14,000※2

（ウ）

通信費（電話回線費用） 回線 － ※3

（エ）

発電機メンテナンス費 式 ※4

　ウ 旅費

旅費（燃料費を含む） 人日 ※5

　エ 車両代 ※6

（ア）

車両代（維持管理費含む） 台

（イ）

任意保険料 台

　　　計

２　諸経費

（１）諸経費（一般管理費等） ※7

３　合計（税抜）

（１）１純業務費＋２諸経費

（２）（１）の千円未満切捨

４　合計（税込）

（１）消費税（３（２）×0.1）

（２） ３（２）＋消費税（４（１））

※1　軽油代については、財政単価を用いて20L/日と仮定し積算する。

※2　通信運搬費については、検査結果を後日送付する際の費用（人数は各会場における検査人数の1割）として計上し、

     定形外郵便料と特定記録料を合算した値を単価とする。

※3　通信費については、一律計上する。

※4　発電機メンテナンス費については、一律計上する。

※6　車両代については、必要に応じ計上すること。

※7　諸経費は純業務費の25％以内とする。

241

見積内訳書

項目



3

4



4



※5　旅費（燃料費を含む）については、従事者が業務従事開始時に事業所から検査会場及び宿泊施設へ

　　 移動し、終了時に検査会場から事業所へ移動することに要する経費を必要に応じ計上すること。


